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本アニュアルレポートに掲載されている情報は、別途明示しているものを除き2007年7月現在の
ものです。また、別途記載しているものを除き「ドコモ」「ドコモグループ」「当社」「当社グループ」な
どの記載については、株式会社NTTドコモ及び連結グループを表しています。

年度表記について
本アニュアルレポートの2006年度とは、2007年3月31日に終了した会計年度を指し、その他の年
度も同様に翌年の3月31日を末日とします。

将来に関する記述等についてのご注意
本年次報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重
要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。
なお、本年次報告書に記載されている、将来に関する記述を含む歴史的事実以外のすべての記
述は、別途明記されている場合を除き、当社グループが現在入手している情報に基づき、本有価
証券報告書提出日現在において判断した予測、期待、想定、計画、認識、評価等を基礎として記
載されているに過ぎません。また、予想数値を算定するためには、過去に確定し正確に認識された
事実以外に、予想を行うために不可欠となる一定の前提(仮定)を用いています。これらの記述な
いし事実または前提(仮定)は、客観的には不正確であったり将来実現しない可能性があります。
その原因となる潜在的リスクや不確定要因には以下の事項があり、これらはいずれも当社グルー
プの事業、経営成績または財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。また潜在的リスクや不
確定要因はこれらに限られるものではありませんのでご留意ください。

(1) 携帯電話の番号ポータビリティ制度、新規事業者の参入など市場環境の変化により競争の
激化するなか、通信業界における他の事業者及び他の技術等との競争に関連して、当社グ
ループが獲得・維持できる契約数及びＡＲＰＵの水準が抑制されたり、コストが増大する可能
性があること

(2) 当社グループが新たに導入・提案するサービス・利用形態が十分に展開できない場合、当社
グループの成長が制約される可能性があること

(3) 種々の法令・規制・制度の導入や変更または当社グループへの適用により、当社グループ
の事業運営に制約が課されるなど悪影響が発生し得ること

(4) 当社グループが使用可能な周波数及び設備に対する制約に関連して、サービスの質の維
持・増進や、顧客満足の継続的獲得・維持に悪影響が発生し得ること

(5) 第三世代移動通信システムに使用している当社のＷ－ＣＤＭＡ技術やモバイルマルチメ
ディアサービスの海外事業者への導入を促進し、当社グループの国際サービス提供能力を
構築し発展させることができる保証がないこと

(6) 当社グループの国内外の投資、提携及び協力関係や、新たな事業分野への出資等が適正
な収益や機会をもたらす保証がないこと

(7) 当社グループの携帯電話端末に決済機能を含む様々な機能が搭載され、当社グループ外
の多数の事業者のサービスが携帯電話端末上で提供されるなかで、端末の故障・欠陥・紛
失等や他の事業者のサービスの不完全性等に起因して問題が発生し得ること

(8) 当社グループの提供する製品・サービスの不適切な使用により、当社グループの信頼性・企
業イメージに悪影響を与える社会的問題が発生し得ること

(9) 当社グループまたは業務委託先等における個人情報を含む業務上の機密情報の不適切な
取り扱い等により、当社グループの信頼性・企業イメージの低下等が発生し得ること

(10) 当社グループが事業遂行上必要とする知的財産権等の権利につき当該権利の保有者よ
りライセンス等を受けられず、その結果、特定の技術、商品またはサービスの提供ができなくな
る可能性があること、また、当社グループが他者の知的財産権等の権利の侵害を理由に損
害賠償責任等を負う可能性があること

(11) 地震、電力不足、機器の不具合等や、ソフトウェアのバグ、ウィルス、ハッキング、不正なアク
セス、サイバーアタック等の人為的な要因に起因して、当社グループのサービス提供に必要
なネットワーク等のシステム障害や当社グループの信頼性・企業イメージの低下等が発生し
得ること

(12) 無線通信による健康への悪影響に対する懸念が広まることがあり得ること
(13) 当社の親会社である日本電信電話株式会社が、当社の他の株主の利益に反する影響力

を行使することがあり得ること
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